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会社概要 （２０２３年３月３１日現在）

設立 １９８１年４月

本社 福岡県北九州市

資本金 ４億３，２２８万円

事業内容

デイサービス ホームヘルプサービス

有料老人ホーム ショートスティ

グループホーム 福祉事業

訪問看護 障害支援事業

ケアプラン

従業員数 ２，０４５名

事業所数 １１２カ所
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北海道地区

４事業所

東北地区
２事業所

関東地区

３３事業所

中部地区

１４事業所

四国地区

４事業所

関西地区

４事業所

中国地区
九州地区
４４事業所

事業所

現在の事業所数 （２０２３年３月３１日現在）

事業名 事業所数

デイサービス ２９

有料老人ホーム ４５

グループホーム ２

訪問看護ステーション ６

ヘルパーステーション ３

ケアプランセンター ２３

福祉用具販売等 ２

福祉用具レンタル １

就労支援A型事業所 １

７事業所



事業所数推移
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目次

2023年3月期 決算概況（連結）

2024年3月期 業績予想及び配当予想

事業概況と当社の取り組むべきこと
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ハイライト
売上高では、デイサービス事業において、新型コロナ第７波、第８波の
影響を受け、利用件数が減り、売上高は減収となった。施設サービス
事業では、新規開設した施設及び既存施設の稼働率が上昇したため、
昨年同期比で大きく増収となった。

利益面については、売上原価で事業所光熱費の高騰や入居獲得に係
る費用等が増加しており、販管費においても事業の伸長により人件費・
経費等が増加したため、営業利益では昨年同期比で減益となった。

2023年3月期 決算概況（連結）

経常利益においては、補助金収入が大幅に増加したため、昨年同期比
で増益となり、黒字を確保できた。

親会社株主に帰属する当期純利益については、特別損失として固定
資産の減損損失とリース解約損を計上したため、２期連続の最終赤字
となった。



※当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」
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2022年3月期
(通期）

2023年3月期
(通期）

前年同期比

増減額 比率

売 上 高 １５，７４９ １６，４４２ ６９３ ４.４%

営 業 利 益 １９３ １３６ △５７ △２９.８%

経 常 利 益 △５１ ２４ ７６ ー

当期純利益 △３１９ △２７６ ４３ ―

（単位：百万円）

2023年3月期 決算概況（連結）



営業利益の主な増減要因

売上高増
+693百万円
（4.4％）
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売上原価その他
の経費増
△413百万円

介護人材等の
人件費増
△239百万円

販管費増
△98百万円売上高増の内訳

デイサービス
△137百万円減
施設サービス
＋825百万円増
在宅サービス
＋1百万円増
その他
＋ 3百万円増

経費増の主な内訳

新規施設に係る
広告費、紹介手数
料、求人費、減価
償却費等
＋189百万円増
既存施設の感染対
策費用、利用者獲
得に伴う費用、光
熱費の増加等
＋224百万円増

人件費増の内訳

デイサービス
△25百万円減

施設サービス
＋249百万円増

（内新規施設
＋144百万円含む）

在宅サービス
＋2百万円増

その他
＋13百万円増

販管費増の内訳

人件費増
＋62百万円増

その他事業活動の
増加に伴う経費
＋36百万円増

増加要因
減少要因

2023年3月期 決算概況（連結）

営業利益
193百万円

営業利益
136百万円

営業利益 △57百万円減（△29.8％）

2022年3月期 2023年3月期



売上高
2022年3月期

(通期）
2023年3月期

(通期）

前年同期比

増減額 比率

デイサービス事業 ３,５３５ ３,３９８ △１３７ △３.９%

施設サービス事業 １１,０３５ １１,８６０ ８２５ ７.５%

在宅サービス事業 １,０８１ １,０８３ １ ０.１%

そ の 他 事 業 ９６ １００ ３ ４.０%

全 事 業 合 計 １５,７４９ １６，４４２ ６９３ ４.４%

（単位：百万円）
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セグメント別売上高

2023年3月期 決算概況（連結）



セグメント別売上高の主な増減要因

売上高+693百万円（+4.4％）

デイサービス

施設サービス

825百万円
（7.5％）

その他

16,442百万円

15, 749百万円

2022年3月期

9

2023年3月期

増加要因
減少要因

新型コロナ感染症第7波
による利用控え、クラス
ター発生による事業所休
止等の影響による減収。

新規施設の稼働率向上による
売上高増（武蔵野の郷（2021.07）
わらび花の郷（2022.04）366百万円
既存施設の稼働率の上昇による
売上増 459百万円

2023年3月期 決算概況（連結）

△137百万円
（△3.9％）

在宅サービス

1百万円（0.1％） 3百万円（4.0％）
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2024年3月期 通期計画概要

売上高については、デイサービス事業において、新型コロナウイルスの感染
症分類の引下げに伴い、感染症拡大前の水準まで稼働率が回復する前提
とした。施設サービス事業では、既存施設において、前年と同様の稼働率で
推移する計画。新規施設では、2022年4月埼玉県蕨市に開設した「わらび花
の郷」について年内にフル稼働とする計画を策定した。

利益面については、既存店及び新規ホームの稼働率向上により、入居獲得
に係る経費等が軽減される一方で、光熱費等の増加要因も加味した売上原
価は微増とし、販管費は僅かに減少すると予測した。前期に比べ、営業利
益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益は大きく改善する見通しと
した。

2024年3月期 業績予想（連結）



※当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」

2024年3月期 業績予想（連結）

11

2023年3月期
（実績）

2024年3月期
（予想）

前年同期比

増減額 比率

売 上 高 １６，４４２１７，３２３ ８８１ ５.４% 

営 業 利 益 １３６ ７５８ ６２２ ４５７.1%

経 常 利 益 ２４ ５０８ ４８４ 1,987.5%   

当期純利益 △２７６ ３０６ ５８２ ー

（単位：百万円）



営業利益の主な増減要因（予想）

営業利益622百万円増（457.1％）

売上高増
+881百万円
（5.4％）

営業利益
136百万円

2023年3月期
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2024年3月期

営業利益
758百万円

介護人材等の
人件費増

180百万円

売上高増の内訳

デイサービス
＋291百万円増
施設サービス
＋536百万円増

在宅サービス
＋49百万円増

その他
＋5百万円増

人件費増加の内訳

デイサービス
＋24百万円増
施設サービス
＋110百万円増
在宅サービス
＋41百万円増
その他
＋5百万円増

増加要因
減少要因

既存施設の
光熱費等の増加

82百万円

2024年3月期 業績予想（連結）

その他経費増

22百万円 全社経費減

△25百万円



配当金について

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

2022年3月期 ― ０円００銭 ― ０円００銭 ０円００銭

2023年3月期 ― ０円００銭 ― ０円００銭 ０円００銭

2024年3月期
（予定）

― ０円００銭 ― ４円００銭 ４円００銭
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当社は事業拡大による成長のための投資資金及び内部留保と利益配分
とのバランスを念頭に、株主への安定継続した配当に加え業績の伸長に
応じた配当を実施することを基本方針としております。

上記の基本方針を踏まえ、2024年3月期の配当につきましては、業績予
想に基づき、期末配当として１株当たり４円を予定しております。
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事業概況と当社の取り組むべきこと （デイサービス事業）

（名）
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（名）

コロナウィルス
第７波

2022年
7月6日

2022年
8月30日

2022年
11月30日

2023年
1月24日

事業概況と当社の取り組むべきこと （デイサービス事業）



2,201 人 2,329 人 2,366 人 2,432 人 2,438 人 2,511 人
2,621 人

94.3 96.4 
94.1 

97.1 95.7 94.3 95.3 

60

70

80

90

100

1,000

1,400

1,800

2,200

2,600

3,000

2017年3月 2018年3月 2019年3月 2020年3月 2021年3月 2022年3月 2023年3月

入居数 空室 入居率

％ ％
％

％
％

2,547室

％

（％）（人）

2,335 室

17

2,497室
2,415室

2,515室

％

2,621室 2,721室

※わらび 花の郷（100部屋）2022年4月1日開設

※新規施設除く入居率９７．５％

事業概況と当社の取り組むべきこと （施設サービス事業）
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新規事業について

◆高齢者人口が増加する関東圏を
中心に積極的に新規事業計画を推進

今後、都市部を中心に85歳以上人口が急増し、施設・在宅を含め介護サービスに
対するニーズも増加する事が見込まれる。一方、地方では介護ニーズがピークアウト
しているところもある。

出典：社会保障審議会介護部会 介護保険制度の見直しに関する意見（令和4年12月20日）

事業概況と当社の取り組むべきこと

出典：厚生労働省「社会保障審議会 介護保険部会（第101回）（令和4年11月14日）

◆地方の新規事業は、介護ニーズを
捉えた上で判断

◆地域によってはM&Aや事業譲渡を
検討
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出典：厚生労働省「社会保障審議会 介護保険部会（第96回）（令和4年8月25日）

事業概況と当社の取り組むべきこと
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出典：内閣府ホームページ第1章 高齢化の状況（第1節 4）

80

90

100

110

120

130

140

平成27年

（2015）

令和2年

（2020）

令和7年

（2025）

令和12年

（2030）

令和17年

（2035）

令和22年

（2040）

令和27年

（2045）

全国 大都市

人口30万人以上の都市（大都市を除く） 人口10万人以上30万人未満の都市

人口5万人以上10万人未満の都市 人口5万人未満の都市
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都市規模別に見た６５歳以上の人口指数（平成２７（２０１５）年＝１００）の推移

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成３０（２０１８）年推計」をもとに作成
（注１）各カテゴリーごとに総計を求め、２０１５年の人口を１００とし、各年の人口を指数化した。
（注２）「大都市」は、東京都区部及び政令指定都市を指す。
（注３）福島県のデータは含まれていない。

事業概況と当社の取り組むべきこと
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介護DXや科学的介護の推進について

◆補助金を活用し、ｉＰａｄを利用した介護記録システム導入。

介護現場におけるテクノロジーの導入は早急に推進する必要がある。現在も、
地域医療介護総合確保基金を活用した介護ロボット・ＩＣＴの導入支援事業が実施され、
テクノロジーを導入する際の経費の一部の補助が行われているが、こうした支援を
引き続き行う事が重要である。

出典：社会保障審議会介護部会 介護保険制度の見直しに関する意見（令和4年12月20日）

◆科学的介護「ＬＩＦＥ」に利用し、介護データを集積することにより効率の良い
介護を行えるように準備し、併せて加算の取得を行っていく。

◆ＡＩを利用し、介護記録の簡素化を行えないか検討。

事業概況と当社の取り組むべきこと
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新型コロナウィルスについて

令和5年5月8日から感染症法上の新型コロナウィルスが「2類相当」から
「5類感染症」に移行。

◆感染力が落ちた訳では無い為、マスク・手洗い等基本的な感染対策は継続して行う。
（高齢者施設等における感染対応策等について

令和５年４月１８日付 厚生労働省老健局 事務連絡に準ずる）

◆デイサービスは、クラスターが発生しても施設の閉鎖は行わなくて良くなったが、
発生した場合は、感染状況を見ながら適宜判断を行う。

◆職員やその家族が感染した場合の出勤等に関する自社ルールをコロナウィルスに
対応し強化したものから、インフルエンザと同等の対応に緩和。

⇒職員不足やそれに伴う時間外労働の減少が見込まれる。

事業概況と当社の取り組むべきこと
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電気料金上昇について

312,469 
285,794 

355,454 

527,026 
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

（千円） 昨年度と比較して電気料金が171,572千円上昇

大手電力７社は
更なる値上げを実施

事業概況と当社の取り組むべきこと
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介護職員対策について

介護職員の確保と定着

◆職員のスキルアップ支援（介護福祉士等の資格取得支援）

・介護福祉士資格：２０２２年度受験者数７２名、内合格者数６３名
シダー合格率：８７．５％ ※全国平均合格率：８４．３％

⇒サービス体制強化加算取得率上昇へ

・初任者研修受講：２０２２年度：１１名修了

・実務者研修受講：２０２２年度：８９名受講（前期：４８名、後期：４１名）

◆２０２２年１０月に新設された介護職員等ベースアップ等支援加算を新たに取得し
更なる賃金改善を行う。

事業概況と当社の取り組むべきこと
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介護職員対策について

◆国内の労働力減少を見据えて、外国人技能・特定技能実習生受入開始
⇒２０２３年５月末現在 ４４名受入（北海道、千葉県、神奈川県、福岡県）
２０２３年度内に１５名採用予定

◆技能実習生等の介護福祉士取得支援 （２０２２年度 ６名受験／３名合格）

◆英語マニュアル、規定整備の推進

◆特定技能制度の登録支援機関に関する手続を自社で行えるように体制構築

外国人雇用

事業概況と当社の取り組むべきこと



本資料は株式会社シダーの事業及び業界動向についての株式会社シダーによる
現在の予定、推定、見込み又は予想に基づいた将来の展望についても言及しています。
これらの将来の展望に関する表明は様々なリスクや不確かさが内在しております。
既に知られたもしくは今だに知られていないリスク、不確かその他の要因が、
将来の展望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限りません。
株式会社シダーは将来の展望に対する表明及び予想が正しいと約束することはできず、
結果は将来の展望と著しく異なるか、更に悪いことも有り得ます。
本資料における将来の展望に関する表明は、2023年6月12日現在において利用可能な
情報に基づいて株式会社シダーにより2023年6月12日現在においてなされたものであり、
将来の出来事や状況を反映して将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新し、
変更するものではありません。

本資料の取り扱いについて

2023年6月12日 株式会社シダー
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